
監 査 報 告 

 

 独立行政法人通則法（以下「通則法」という。）第１９条第４項及び同法第３８条

第２項の規定に基づき、独立行政法人大学入試センター（以下「法人」という。）の

令和２事業年度（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）の業務内容、事業報告

書、財務諸表（貸借対照表、行政コスト計算書、損益計算書、純資産変動計算書、キ

ャッシュ・フロー計算書、利益の処分に関する書類（案）、注記事項及び附属明細書）

及び決算報告書について監査を実施し、その方法及び結果を取りまとめたので、以

下のとおり報告する。 

 

Ⅰ 監査の方法及びその内容 

  各監事は、監事監査規程等に基づき、理事長、理事、内部監査・評価部門、その

他職員（以下「役職員等」という。）と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環

境の整備に努めるとともに、役員会議その他重要な会議に出席し、役職員等から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、業務、財産の

状況及び主務大臣に提出する書類を調査した。また、役員（監事を除く。以下「役

員」という。）の職務の執行が通則法、個別法又は他の法令に適合することを確保

するための体制その他法人の業務の適正を確保するための体制（財務報告プロセ

スを含む。以下「内部統制システム」という。）について、役職員等からその整備

及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求めた。 

  さらに、当該事業年度に係る財務諸表及び決算報告書（以下「財務諸表等」とい

う。）並びに事業報告書（会計に関する部分）について検証するに当たっては、会

計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適切な監査を実施しているかを監視及び

検討するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めた。また、会計監査人から会社計算規則第１３１条で定め

る「会計監査人の職務の遂行に関する事項」と同様の事項の通知を受け、必要に応

じて説明を求めた。 

  以下の方法に基づき、法人の当該事業年度に係る業務、事業報告書及び財務諸

表等の監査を行った。 

 

Ⅱ 監査の結果 

 １ 法人の業務が、法令等に従い適正に実施されているかどうか及び中期目標の

着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているかどうかについての意見 

   法人の業務は、独立行政法人大学入試センター法第１３条により、（ア）大学

に入学を志願する者の高等学校の段階における基礎的な学習の達成の程度を判

定することを主たる目的として大学が共同して実施することとする試験に関し、

問題の作成及び採点その他一括して処理することが適当な業務を行うこと、（イ）

大学の入学者の選抜方法の改善に関する調査及び研究を行うこと、（ウ）大学に



入学を志望する者の進路選択に資するための大学に関する情報の提供を行うこ

と、（エ）その他前３項の業務に附帯する業務を行うこと、とされているが令和

２年度におけるこれらの業務については、すべての業務において法令等に従い

適正に実施されている。 

   なお、令和３年１月に実施された初の大学入学共通テストは新型コロナウイ

ルス感染症拡大防止の観点から例年とは異なる対応が求められる厳しい状況の

中で実施された。①説明協議会及び入試担当者連絡協議会は開催を中止し、高

等学校関係者に対してはウェッブサイトに説明資料動画を掲載して試験実施へ

の協力を要請、参加大学の担当者に対しては解説付きのスライド資料等を専用

の特設サイトにより随時提供するなど試験実施業務等について周知をそれぞれ

行ったこと、②緊急事態宣言下の授業中止による学業の遅れを考慮し、本試験

を２日程設定すると共に、特例追試験を２月に実施したこと、③試験実施に当

たり、新型コロナウイルス感染防止のためのガイドラインを策定し、受験生、大

学関係者への周知、徹底を図り受験生が安心して受験できる体制を整えたこと

などにより、大きな混乱もなく実施し、受験生、父母等関係者の期待に応えたこ

とは大いに評価できる。 

   法人の事業は中期計画及び年度計画の着実な達成に向け効果的かつ効率的に

実施されており、指摘すべき重大な事項は認められない。 

   なお、これまで課題であった法人の今後の安定した運営のために志願者の減

少を見据えた財政問題等の課題を検討する大学入試センター将来構想ワーキン

グチームを運営審議会の下に設け、その答申を得たことは大いに評価できる。

今後はその答申を踏まえた具体策の検討を進め受験生、高校関係者、参加大学、

主務官庁等と十分な連携しながら実現を図っていく必要がある。 

 

 ２ 内部統制システムの整備及び運用についての意見 

   独立行政法人通則法改正（平成２６年６月）に際し、内部統制システムに関す

る業務方法書の記載内容は相当であると認める。又、内部統制システムに関す

る法人の長の職務の執行について、指摘すべき重大な事項は認められない。 

 

 ３ 法人役員の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令等に違反する重大な事実

があったときは、その事実 

   役員の職務の執行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な事実は認

められない。 

 

 ４ 財務諸表等についての意見 

   会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認める。 

 



 ５ 業務実績報告書についての意見 

   令和２事業年度業務実績報告書は、法令等に従い、法人の状況を正しく示し

ているものと認める。 

 

令和３年６月２２日 

独立行政法人 大学入試センター 

 

                 監 事   永 代 達 三 

 

                 監 事   大 隈 暁 子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）上記は、「監査報告」の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本 

は当独立行政法人が別途保管しております。 

 








